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環境と人に優しい地域公共交通
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ZEVの導入・普及によるゼロエミッションの実現

• 東京都の運輸部門のCO₂排出量は全体の２割、そのうち８割を自動車が占めている。
• 輸送量当たりの二酸化炭素排出量は、自家用車が133g-CO₂/人㎞であるのに対し、バスは54g-CO₂/人㎞で

あり、自家用車の４割程度である。
• 都は、2030年を目標として乗用車の新車販売台数の50％をZEV、ZEVバスは300台以上の導入、小型路線

バスの新車販売は原則ZEV化とすることで、ゼロエミッションの実現に取り組むこととしている。
• 自家用車から公共交通への転換促進による交通渋滞の解消等、地域公共交通の分野においても、環境改善

に資する施策の展開が求められる。
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出典：ゼロエミッション東京戦略の策定（令和元年12月／東京都）に東京都加筆 出典：運輸部門における二酸化炭素排出量（国土交通省HP）に東京都加筆
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＜都内CO2排出量の現状と2030年に向けた
ゼロエミッションビークルの導入目標＞ ＜輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（2018年）＞



免許自主返納後も移動に不自由のない環境整備

• 都内の高齢者が自らの運転中に交通事故で死傷する数は、近年増加傾向にあり、特に重傷者数の急増が認
められる。

• 免許を自主返納するために必要な支援として、交通機関の発達や支援の充実が求められている。
• 高齢者等のニーズに対応した公共交通の環境整備を推進し、誰もが安心して運転免許を返納できる社会の

構築が急務である。

＜運転継続者が求める支援の内容＞

アンケート実施期間：平成27年10月～11月
出典：運転免許証の自主返納に関するアンケート調査結果（平成29年３月/警察庁）に東京都加筆
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外出促進につながる移動手段の選択肢の拡充

• 超高齢社会を迎える都において、今後とも都民が健康的で文化的な生活を享受できる、移動環境の整備が
求められる。

• 歩行には健康増進効果が期待されるが、高齢者等が外出をためらう理由の一つとして、ファースト／ラス
トワンマイルを補完する移動手段の選択肢の不足が考えられる。

• グリーンスローモビリティなどの既存のモビリティの普及に留まることなく、ICTを活用した新たなモビ
リティの導入をも視野に入れ、外出促進につながる移動手段の選択肢の拡充が求められる。

出典：産経ビジュアル

＜ラストマイル自動走行（端末交通システム）の
社会実装に向けた実装のイメージ＞
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出典：国立研究開発法人産業技術総合研究所端末交通システム研究ラボHP

＜１人乗り自動走行ロボの試乗会の
様子（東京都文京区）＞



次世代モビリティ導入に向けた道路空間整備

• 自動運転技術の実装など社会情勢の変化に応じた道路空間のリメイク等により、まちなかに憩い・賑わい
の空間を創造するとともに、歩行者空間では低速パーソナルモビリティ（シニアカー、セグウェイ等）、
車道空間では超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ等、次世代モビリティ等が安全かつ安心して
走行できる通行空間を連続的に確保していく必要がある。

出典：第2回「多様なニーズに応える道路空間」のあり方に関する検討会配布資料
（令和２年７月/国土交通省）

＜次世代モビリティの導入に向けた道路空間の構造・運用＞
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出典：東京都撮影

視点２ 環境と人に優しい
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＜連続性の確保を考慮した
自動車走行空間の整備事例（文京区）＞



視点３

まちづくりとの連携
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視点３ まちづくりとの連携他の分野との連携による地域公共交通の再編

• 公共交通は、医療・福祉、商業、教育等の様々な分野と相互に関連し合う関係にあり、利用者目線に立
ち、広範な他分野との連携を強化していくことが重要である。

• こうした連携のもと、持続可能な地域公共交通の確立に向けては「どうすればもっと利用してもらえる
か」等、公共交通をマーケティングの視点から捉え都民の移動需要を増大させていくことが求められる。

出典：地域公共交通 赤字＝廃止でいいの？（国土交通省近畿運輸局）

＜広範な分野と相互に関連する公共交通＞ ＜クロスセクター効果の算出例（兵庫県福崎町）＞
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• H29年度において、町がコミュニティバス（サルビ
ア号）に支出する年間費用が約1,690万円であるのに
対し、バスを廃止した場合の分野別代替費用が年間
約2,330万円必要であることから、クロスセクター効
果額は年間約640万円と算出



将来の拠点整備と連携した地域公共交通の立案 視点３ まちづくりとの連携

• 都は、都市計画区域マスタープランの改定に向けた検討を進めており、「都市の持つ集積のメリットは生
かし、三密を回避し、新しい日常にも対応する、サステナブル・リカバリーな都市づくりを推進する」等
の新型コロナ危機を契機とした都市づくりの方向性を示した。

• 集約型の地域構造への再編など、目指すべき都市像の実現に向けては、地域公共交通計画と立地適正化計
画との連携が不可欠である。

• 熊本市では、地域公共交通網形成計画と立地適正化計画を同時に作成し、網形成計画で定めた中心市街地
と地域拠点を結ぶ基幹公共交通軸の強化等の視点を立地適正化計画内で踏襲している。

＜網形成計画と立地適正化計画の連携イメージ（熊本県熊本市）＞
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• 双方の計画の目標内にはまちづ
くりと公共交通施策との連携が
明記されているほか、立地適正
化計画内には公共交通に関する
数値指標（公共交通機関の年間
利用者数）が、網形成計画内に
はまちづくりと関連した数値指
標（公共交通にアクセスしやす
い区域の人口カバー率）がそれ
ぞれ設定されているなど、交通
とまちづくり両輪で将来像を検
討している。

出典：地域公共交通計画等の作成と運用の手引き【詳細編】（令和2年11月/国土交通省）



行政界を跨ぐ公共交通ネットワークの構築

• 区市町村別の内々トリップ比率をみると、相対的に多摩部で高く（一部市町村除く）、区部で低い傾向と
なっている。

• 交通手段に着目すると、バスの内々トリップ比率は区部・多摩部ともに自動車よりも高く50%を超えてお
り、行政界が公共交通による移動の障壁となっている面が窺えることから、行政界を意識せずに自由に移
動が可能な公共交通ネットワークの構築を図ることが必要である。
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＜区部での内々・内外トリップ比率＞

＜多摩部での内々・内外トリップ比率＞

※内々トリップ・内外トリップ
出発地と到着地のエリアにより、以下のようにトリップの種類が分類されます。
①出発地、到着地が同じエリア内

→ 内々トリップ
②出発地、到着地のどちらかが外のエリアを含む

→ 内外トリップ/外内トリップ
③出発地、到着地がエリア外のみ

→ 外々トリップ。

資料：東京都市圏交通計画協議会HP 専門用語集より抜粋
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＜区市町村別の内々トリップ比率＞

資料：平成30年第６回東京都市圏パーソントリップ調査を基に東京都作成

資料：平成30年第６回東京都市圏パーソ
ントリップ調査を基に東京都作成

資料：平成30年第６回東京都市圏パーソ
ントリップ調査を基に東京都作成



市街地再編の機会を捉えた交通結節機能の強化

• 地方都市等においては、駅やバスターミナル等のみならず、都市内の商業施設や医療施設等に併設された
交通結節点が交流の場・憩いの場として有効に機能している事例がある。

• 都市開発等が盛んに行われる都の強みを活かし、こうした好機を確実に捉えて、多様な交通モード間の乗
継利便性を考慮した交通結節機能を都市内に充実させていくことが重要である。

＜都市開発の機会を捉えた交通結節点の整備事例＞

出典：藤沢市民病院グランドオープン（報道発表資料）（平成30年７月/藤沢市）
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■商業施設の新設
（三井ショッピングパークららぽーと愛知東郷）

■医療施設の建て替え
（藤沢市民病院）

提供：三井不動産株式会社


